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平成２９年度労働条件実態調査報告書の概要

Ⅰ 調査の説明

１ 調査対象事業所
常用労働者５人以上の県内民営事業所から，規模別・産業別に

無作為抽出した1,000事業所

２ 調査時点
平成29年９月30日

３ 調査項目
(1)～(6)は毎年調査を行う「基本調査」，(7)～(8)は３年毎に行

う「付帯調査」である。

【基本調査項目】 【付帯調査項目】
(1) 労働時間，週休，休日制度 (7) 定年制・高年齢者雇用確保
(2) 年次有給休暇制度 措置
(3) 育児休業制度 (8) 退職金制度
(4) 介護休業制度
(5) 次世代育成支援対策
(6) ワーク・ライフ・バランス

４ 有効回答率
62.8%（昨年度68.6%）

Ⅱ 調査結果の概要

１ 労働時間，週休，休日制度
・ 完全週休２日を実施している事業所は42.1%で，前年度と比
較して4.3ポイントの減少となった。

２ 年次有給休暇制度
・ 年次有給休暇の1人当たりの取得日数は6.7日，取得率(取得
日数÷付与日数)は42.9%で，前年度と比較して取得日数は0.3日
の減少，取得率は0.3ポイントの減少となった。

３ 育児休業制度
(1) 育児休業制度の正規労働者における取得率(取得者数÷対象
者数)は，女性が85.6%，男性が2.3%であり，前年度と比較して
女性は5.3ポイントの減少,男性は0.4ポイントの減少となった。
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(2) 育児休業以外の支援のための措置を実施している事業所のう
ち,「短時間勤務制度」を実施している事業所が87.2%，「所定
外労働の免除」が60.8%であった。

４ 介護休業制度
・ 過去１年間に介護休業制度利用者がいた事業所は8.0%で，前
年度と比較して2.7ポイントの増加となった。

５ 次世代育成支援対策
・ 次世代育成支援対策法に基づく一般事業主行動計画を策定し
ている事業所は39.5%で，前年度と比較して3.1ポイントの増加
となった。

６ ワーク・ライフ・バランス(仕事と生活の調和)への取り組み
(1) 「言葉も内容も知っている」又は「言葉は聞いたことがある
が,内容までは知らない」事業所は合わせて82.3%で，前年度と
比較して11.3ポイントの増加となった。

(2) 推進するための取組みを実施している事業所は48.3%で，前
年度と比較して2.5ポイントの増加となった。

７ 定年制・高年齢者雇用確保措置（※）
(1) 定年年齢を65歳以上としている事業所は15.0%で，前回と比
較して2.9ポイントの減少となった。

(2) 高年齢者雇用確保措置を導入している事業所のうち，継続雇
用制度を導入している事業所は93.9%で，前回と比較して0.6ポ
イントの増加となった。
また，継続雇用制度のうち，「再雇用制度」が86.8%，「勤務

延長制度」が7.2%であった。

８ 退職金制度（※）
・ 退職金制度のある事業所は80.2%で，前回と比較して6.5ポイ
ントの減少となった。

※ ３年毎の調査項目となり，前回調査は平成26年度
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1 労働時間，週休, 休日制度（毎年調査項目）

(1) 週所定労働時間が40時間以下の事業所･･･91.0％ 平成２６年度：９０.６%
平成２７年度：９１.５%
平成２８年度：９２.４%

(2) 週休制度
① 週休２日制（完全週休２日，月３回，隔週，月２回の週休２日等） 平成２６年度：７６.３%

を実施している事業所･･･74.7％ 平成２７年度：７４.９%
平成２８年度：７７.２%

② 完全週休２日制を実施している事業所･･･42.1％ 平成２６年度：３７.９%
平成２７年度：３７.８%
平成２８年度：４６.４%

２ 年次有給休暇制度（毎年調査項目）

(1) 年次有給休暇の取得状況
① １人当たりの取得日数･･･6.7日 平成２６年度：６．３日

平成２７年度：６．７日
平成２８年度：７．０日

② 取得率･･･42.9％
（取得率＝取得日数÷付与日数） 平成２６年度：４０.４%

平成２７年度：４０.４%
平成２８年度：４３.２%

(2) 年次有給休暇の取得促進の取組状況
年次有給休暇の取得促進に取り組んでいる事業所･･･78.9％ 平成２６年度：７１.４%

平成２７年度：７４.３%
平成２８年度：７９.３%

取組内容（実施事業所数を100％とした場合）
① 時間・半日単位の分割付与･･･67.0％ 平成２６年度：５９.６%

平成２７年度：６２.７%
平成２８年度：６８.５%

② 残日数の教示等の啓発･･･46.8％ 平成２６年度：４８.９%
平成２７年度：４２.４%
平成２８年度：４３.８%

③ 年(月)初めの計画書の提出･･･19.2％ 平成２５年度：２２.３%
平成２６年度：２０.５%
平成２７年度：２１.８%

３ 育児休業制度（毎年調査項目）

(1) 育児休業制度を導入している事業所･･･90.2％ 平成２６年度：８８.８%
（育児休業制度を就業規則等で規定している事業所又は就業規則等 平成２７年度：９０.８%
に規定はしていないが実施例がある事業所） 平成２８年度：９０.２%

(2) 正規労働者における育児休業取得率･･･女性85.6％，男性2.3％ 平成26年度：女性89.2%,男性 1.3%
（「育児休業取得率」＝「取得者数」÷「対象者数」） 平成27年度：女性92.8%,男性 2.0%

平成28年度：女性90.9%,男性 2.7%

(3) 育児休業以外の育児支援のための措置内容
（実施事業所数を100％とした場合）

① 短時間勤務制度･･･87.2％ 平成２６年度：８９.１%
平成２７年度：８５.４%
平成２８年度：８５.７%

② 所定外労働の免除･･･60.8％ 平成２６年度：７８.７%
平成２７年度：５８.３%
平成２８年度：６２.１%

③ 始業・終業時刻の繰上・繰下･･･43.3% 平成２６年度：４２.２%
平成２７年度：３５.０%
平成２８年度：３４.８%
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４ 介護休業制度(毎年調査項目)

(1) 介護休業制度を導入している事業所･･･86.0％ 平成２６年度：８５.４%
（介護休業制度を就業規則等で規定している事業所又は就業規則等 平成２７年度：８４.８%

に規定はしていないが実施例がある事業所） 平成２８年度：８５.２%

(2) 過去１年間に介護休業制度利用者がいた事業所･･･8.0％ 平成２６年度： ５.１%
平成２７年度： ５.５%
平成２８年度： ５.３%

(3) 介護休業制度・介護休暇以外の介護支援のための措置内容
（実施事業所数を100％とした場合）

平成２６年度：８７.９%
① 短時間勤務制度･･･83.8％ 平成２７年度：８２.３%

平成２８年度：８６.０%

② 始業・終業時刻の繰上・繰下･･･41.7％ 平成２６年度：３７.８%
平成２７年度：３９.０%
平成２８年度：３７.５%

③ フレックスタイム制･･･12.0% 平成２６年度：１１.５%
平成２７年度：１１.２%
平成２８年度：１３.０%

５ 次世代育成支援対策（毎年調査項目）

(1) 次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画を策定して 平成２６年度：３４.３%
いる事業所･･･39.5％ 平成２７年度：３４.７%

平成２８年度：３６.４%

(2) 一般事業主行動計画の従業員への周知及び公表状況
平成２６年度：９２.３%

① 一般事業主行動計画を策定している事業所のうち，従業員に周知 平成２７年度：７８.９%
している事業所･･･97.1％ 平成２８年度：９１.４%

平成２６年度：９０.５%
② 一般事業主行動計画を策定している事業所のうち，公表している 平成２７年度：７８.９%

事業所･･･92.0％ 平成２８年度：８９.０%

６ ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和)（毎年調査項目)

(1) 「ワーク・ライフ・バランス」という用語を

① 「言葉も内容も知っている」又は「言葉は聞いたことがあるが， 平成２４年度：５７.６%
内容までは知らない」事業所･･･82.3％ 平成２７年度：６４.２%

平成２８年度：７１.０%

② 「言葉も内容も知らない」事業所･･･17.7％ 平成２４年度：４２.４%
平成２７年度：３５.７%
平成２８年度：２９.０%

(2) 「ワーク・ライフ・バランス」を推進するための取組状況

① 取り組んでいる事業所･･･48.3％ 平成２４年度：５０.７%
平成２７年度：４６.７%
平成２８年度：４５.８%

② 取組内容 (実施事業所数を100％とした場合）
平成２４年度：６２.０%

・ 年次有給休暇の取得促進･･･68.9％ 平成２７年度：６７.０%
平成２８年度：６７.８%

平成２４年度：５３.９%
・ メンタルヘルス対策･･･59.4％ 平成２７年度：４７.４%

平成２８年度：５０.７%

平成２４年度：５９.９%
・ 業務改善による労働時間の短縮･･･58.7％ 平成２７年度：５２.２%

平成２８年度：４７.３%
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７ 定年制・高年齢者雇用確保措置（３年ごと調査項目）

(1) 定年制の有無及び年齢 平成２０年度：９０.０%
定年制のある事業所･･･90.8％ 平成２３年度：８８.７%

平成２６年度：９２.５%

・ 定年年齢が60歳以下･･･78.6％ 平成２０年度：７５.１%
平成２３年度：８１.７%
平成２６年度：７６.３%

・ 定年年齢が65歳以上･･･15.0％ 平成２０年度：１１.０%
平成２３年度：１４.２%
平成２６年度：１７.９%

(2) 高年齢者雇用確保措置を導入状況 平成２０年度：９７.１%
① 高年齢者雇用確保措置を導入している事業所･･･99.3％ 平成２３年度：９９.４%

平成２６年度：９８.７%

② 継続雇用制度を導入している事業所･･･93.9％ 平成２０年度：９３.９%
平成２３年度：９４.２%
平成２６年度：９３.３%

・ 再雇用制度･･･86.8％ 平成２０年度：８０.２%
平成２３年度：８１.８%
平成２６年度：８３.４%

・ 勤務延長制度･･･7.2％ 平成２０年度：１３.７%
平成２３年度：１２.４%
平成２６年度： ９.９%

８ 退職金制度（３年ごと調査項目）

(1) 退職金制度のある事業所･･･80.2％ 平成２０年度：８６.４%
平成２３年度：８２.４%
平成２６年度：８６.７%

(2) 退職金の支払形態
平成２０年度：７０.０%

・ 退職一時金のみ･･･69.6％ 平成２３年度：７３.０%
平成２６年度：６７.９%

平成２０年度：２７.１%
・ 一時金と年金の併用･･･27.1％ 平成２３年度：２４.６%

平成２６年度：２７.０%


